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富山市高齢者総合福祉プランの策定に向けて
（高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画）

（平成27年度～平成29年度）

生きがいと、尊厳を持って
自立した老後を過ごすことのできる

地域社会の実現のため
一緒に考えてください

富 山 市
長寿福祉課・介護保険課
健康課・保健予防課
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１.高齢者総合福祉プランとは
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１ 高齢者総合福祉プラン

高齢者保健福祉計画

高齢者保健福祉サービス

介護保険事業計画

介護保険 サ ー ビ ス

１．高齢者総合福祉プラン
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２ 計画期間について

第３期計画(H18～H20年度)からは、刻々と変化する社会情勢に柔軟に対応
出来るよう、３年間を期間として策定しており、今回の第６期計画では、
前計画を基本的に踏襲し、平成27年度から平成29年度までの計画を策定し
ます。

計画年度 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（見直し）

（見直し）

第5期計画

第1期計画

第2期計画

第3期計画

第4期計画

27 28 29

第6期計画
（見直し）

（見直し）

１．高齢者総合福祉プラン

（見直し）
（17年度は合併協議により調整）
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４ 基本理念と施策の柱

高齢者保健福祉計画
「みんなでつくる、ぬくもりのある福祉のまち」
①活動的で、活力に満ちた高齢社会づくり
②安心・安全を実感できる、人にやさしい生活環境づくり
③健やかな暮らしを支える心と体づくり
④一人ひとりの個性や尊厳、自立をささえる地域社会づくり

１．高齢者総合福祉プラン
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４ 基本理念と施策の柱

介護保険事業計画
「地域包括ケアシステムの構築に向けた取組みの充実・強化」
「施設から在宅への転換の推進」
①２０２５年のサービス水準の推計
②在宅サービス、施設サービスの方向性の提示
③生活支援サービスの整備
④医療・介護連携、認知症施策の推進
⑤住まい

１．高齢者総合福祉プラン
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５ 地域包括ケアシステムの姿

一人ひとりの個性や尊厳、
自立をささえる地域社会づくり

安心・安全を実感できる、
人にやさしい生活環境づくり

活動的で、活力に満ちた高齢社会づくり
健やかな暮らしを支える心と体づくり

１．高齢者総合福祉プラン

生活支援

緊急通報装置設置事業 おむつ支給事業
福祉電話設置事業 寝具洗濯乾燥消毒事業
高齢者福祉推進員 「食」の自立支援事業
移送サービス事業 除雪支援事業
外出支援タクシー 軽度生活援助事業
自立支援サービス事業 お買い物バス事業
介護支援仕様自動車改造費補助事業
地域ぐるみの除雪活動の推進 など

在宅福祉（ひとり暮らし、ねたきり高齢者対策）

就業促進

シルバー人材センター

介護する家族への支援

ミドルステイ
介護手当
徘徊高齢者探索サービス

10

認知症対策

見守りネットワーク
認知症サポーター
徘徊ＳＯＳネットワーク

権利擁護

市民後見の推進
成年後見制度利用支援事業高齢者虐待

一次、二次相談
虐待防止ネットワーク
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介護予防

壮年期からの健康づくり

心の健康づくり

生活習慣の改善
（プラス１，０００歩富山市民運動、
８０２０運動の推進）

うつ病に関する講座
心のゲートキーパー

生きがい対策づくり

老人クラブ活動の支援
シニアライフ講座、高齢者農園

健康寿命の延伸

パワーリハビリテーション事業
角川介護予防センター
生活機能チェックリスト
介護予防教室
楽楽いきいき運動
介護予防推進リーダー
（水のみ運動、簡単チェックリスト、声かけ）

外出支援の促進（閉じこもり防止）

老人福祉センター・老人憩いの家
介護予防ふれあいサークル
いきいきクラブ
シニアライフ講座、高齢者農園
ふれあい入浴事業
おでかけ定期券、おでかけタクシー券
孫とおでかけ支援事業
高齢者移送サービス
生きがい対応型デイサービス事業
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住まい

在宅の支援

ねたきり防止等住宅整備費
居宅介護住宅改修

公営住宅

生活援助員派遣事業
高齢者向け住宅改善
シルバーハウジング

サービス付高齢者向け住宅

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

ケアハウス

有料老人ホーム

・・・２９施設 ７２０戸

・・・ ２施設 ２００戸

・・・ １施設 １００戸

・・・ ８施設 ５２１戸

・・・２０施設 ６１５戸
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介 護

保険給付

◎居宅介護（介護予防）サービス
訪問、通所、短期入所など

◎施設サービス
特別養護老人ホーム
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

◎地域密着型サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
小規模多機能型居宅介護
グループホームなど

◎福祉用具、住宅改修

◎ケアプラン・介護予防ケアプランの作成

介護サービスの基盤整備

施設サービス、地域密着型サービスの
計画的な整備

介護給付の適正化

ケアプランの点検、研修
事業者への指導など
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医療との連携

多職種協働による連携

とやま在宅協議会（富山市医師会）などとの連携

医療・介護ネットワーク

居宅介護支援事業所
地域包括支援センター

公的医療機関
中部厚生センター
富山市保健所

在宅復帰をすすめる研修会

ケアマネージャー、介護保険施設職員 など
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２.高齢化の年次推移と将来推計

２．高齢化の年次推移と将来推計

１ 日本の老年人口（６５才以上）と高齢化率の推移

〔資料〕 「日本の統計２０１３」 16
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○75歳以上人口は、介護保険創設の2000年以降、急速に
増加してきたが、2025年までの10年間も、急速に増加。
〇2030年頃から75歳以上人口は急速には伸びなくなるが、
一方、85歳以上人口はその後の10年程度は増加が続く。
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（資料）将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成24年1月推計）出生中位（死亡中位）推計
実績は、総務省統計局「国勢調査」（国籍・年齢不詳人口を按分補正した人口）

（万人） （万人）

○保険料負担者である40歳以上人口は、介護保険創設
の2000年以降、増加してきたが、2025年以降は減少
する。

２．高齢化の年次推移と将来推計
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１人のお年寄りを
支える働く世代

・・・９．１人

618万人

5608万人
3764万人

２０５０年 肩車型１９６５年 胴上げ型

１人のお年寄りを
支える働く世代

・・・２．５人

2970万人

7498万人

２０１１年 騎馬戦型 4596万人

１人のお年寄りを
支える働く世代

・・・１．２人

65才以上
20才以上
64才以下

２．高齢化の年次推移と将来推計
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（万人）

２．高齢化の年次推移と将来推計
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高齢者人口
112,437人

65歳～74歳
58,017人
13.8%

75歳以上
54,420人
13.0%

0歳～14歳
54,574人
13.0%

15歳～64歳
252,596人
60.2%高齢化率

26.8％

総人口
419,607人

平成26年3月末現在

３ 富山市における高齢者の状況

２．高齢化の年次推移と将来推計
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４ 全国と富山市の高齢化率の推移

（国勢調査・富山市将来人口推計（H22）ほか）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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２．高齢化の年次推移と将来推計

５ 在宅ひとり暮らし高齢者台帳登載者の推移
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7,343 

7,608 65歳以上
人口の
6.8％

※参考･･･住民票上のひとり暮らし高齢者数＝２３，９１６人（H26.3.31現在）

２．高齢化の年次推移と将来推計
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６ 認知症高齢者の増加

H25年6月に発表された国の調査報告では
認知症高齢者は462万人
認知症の予備軍は400万人と推計 富山市の認知症高齢者数

11,293人
（平成26年3月末現在）

要介護認定者数
21,074人に対して 53.6%

65歳以上高齢者数
112,437人に対して 10.0％
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認知症高齢者数(日常生活自立度Ⅱ以上）

高齢者全体に占める割合

462

高齢者の15％
（厚労省発表Ｈ２５．６）

※「自立度Ⅱ」：日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通
の困難さが多少見られても、誰かが注意していれば自立できる。
資料：厚生労働省 23

２．高齢化の年次推移と将来推計
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介護・介助をしている人の年齢

0% 20% 40% 60% 80% 100%

65歳未満
36.7 

65～74歳
22.9 

75～84歳
20.5 

85歳以上
8.1 

無回答
11.9 

65歳未満

65～74歳

75～84歳

85歳以上

無回答

65歳以上 51.5％

２．高齢化の年次推移と将来推計
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生活の中の不安
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２．高齢化の年次推移と将来推計
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２．高齢化の年次推移と将来推計
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健康づくりや介護予防のために今後やってみたいこと

２．高齢化の年次推移と将来推計

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯に必要な地域で
の見守りや支援

55.3 
10.2 

9.8 
3.9 

2.0 
地域ぐるみで行う安否確認

のための訪問や見守り

地域におけるひとり暮らし高

齢者のマップづくり

閉じこもりを予防するための

誘い出し

老人クラブによる友愛訪問

その他

28

２．高齢化の年次推移と将来推計
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認知症の人が地域で暮らしていくために必要な支援

２．高齢化の年次推移と将来推計
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◎高齢者人口の増加かつ少子化（生産年齢人口の減少）

◎高齢者ひとり暮らし、夫婦のみ世帯の増加

◎認知症高齢者の増加（虐待） 個人の尊厳

◎在宅（地域）で暮らせる社会づくり
（医療介護連携、住まいの充実、地域ネットワーク、生活環境）

◎健康寿命の延伸
（就業、趣味、教養、社会参加、健康づくり など）

２．高齢化の年次推移と将来推計



Ⅱ 第６期介護保険事業計画の
策定に当たって

1. 富山市の介護保険事業の現状
2. 日常生活圏域の状況
3. 第６期介護保険事業計画策定方針

－ 地域懇談会資料 －
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1．富山市の介護保険事業の現状
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平成１２（2000）年４月

介護保険制度とは

33
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被保険者、利用者等の状況

①６５歳以上被保険者

平成１８年３月末 平成２６年３月末

第１号被保険者数 ９０，６１８人 ⇒ １１２，１７１人 １．２４倍

②要介護（要支援）認定者
平成１８年３月末 平成２６年３月末

認定者数 １５，５２５人 ⇒ ２１，０７４人 １．３６倍

③サービス利用者
平成１８年３月末 平成２６年３月末

サービス利用者数 １２，４４７人 ⇒ １８，４２６人 １．４８倍

④介護給付費 （地域支援事業費を除く）

平成１７年度 平成２５年度

介護給付費 ２６６億円 ⇒ ３４２億円 １．２９倍
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第５期の介護保険料

●第５期介護保険料基準額 月額５，９００円

【 保険料基準額 】≒ ｛（介護給付費+地域支援事業費）×第１号被保険者負担割合
< 1,077億円 > < 21％ >

+ 財政調整額 ｝÷第１号被保険者数（３年間） ÷１２ケ月
< 8億円 > < 334,000人 > < 12月 >

第１期
(H12～H14)

第２期
(H15～H17)

第３期
(H18～H20)

第４期
(H21～H23)

第５期
(H24～H26)

富山市 2,983円
（旧富山市）

4,058円
（旧富山市）

4,780円 4,780円 5,900円

富山県平均
(加重平均)

2,921円 3,789円 4,461円 4,574円 5,513円

県内最高
上婦負組合
3,233円

上婦負組合
4,092円

魚津市
4,970円

魚津市
4,800円

魚津市

5,980円

県内最低
氷見市
2,755円

氷見市
3,275円

砺波組合
3,700円

新川組合
3,900円

新川組合
4,800円

全国平均 2,911円 3,293円 4,090円 4,160円 4,972円
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37

◆毎年約１，０００人ペースで増加

要支援及び要介護３～５の割合は減少、要介護１・２の割合は増加

富山市の要介護認定者数の推移

17,386 

18,000 19,073 
19,866 

20,898 21,074 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

（人）

要介護5

要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

要支援2

要支援1

＊各年10月1日現在（H26は4月1日現在）

サービスの種類別・要介護度別利用者の割合

＊Ｈ26年3月分

0%

20%

40%

60%

80%

100%

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

居宅サービス 地域密着型サービス 施設サービス
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２．日常生活圏域の状況
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日常生活圏域の状況①

●高齢者が住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らし続けることができ
るよう、人口や地理的状況、交通事情等を考慮して、１８の日常生活圏域
を設定しています。

① 総曲輪等地区
総曲輪、愛宕、安野屋、
八人町、五番町、
清水町、星井町、柳町

⑩ 藤ノ木等地区 藤ノ木、山室中部

② 山室等地区 東部、山室 ⑪ 熊野等地区 太田、新保、熊野、月岡

③ 堀川等地区 西田地方、堀川、光陽 ⑫ 和合地区 四方、八幡、草島、倉垣

④ 蜷川等地区 堀川南、蜷川 ⑬ 呉羽地区
呉羽、長岡、寒江、
古沢、老田、池多

⑤ 奥田等地区 奥田、奥田北 ⑭ 水橋地区
水橋中部、水橋西部、
水橋東部、三郷、上条

⑥ 五福等地区 桜谷、五福、神明 ⑮ 大沢野等地区 大沢野、細入

⑦ 岩瀬等地区
岩瀬、荻浦、大広田、
浜黒崎

⑯ 大山地区 大山

⑧ 豊田等地区 豊田、針原 ⑰ 八尾等地区 八尾、山田

⑨ 新庄等地区 新庄、新庄北、広田 ⑱ 婦中地区 婦中
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日常生活圏域の状況②

総曲輪等、岩瀬等、水橋地区で高齢化率が３０％を超えている。

＊Ｈ26年３月末時点
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各日常生活圏域の高齢化の状況

高齢者人口 高齢化率

市全体
26.8%
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各日常生活圏域の要介護認定の状況

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

出現率

市全体
18.3%

認定率

＊「認定率」は、
65歳以上人口に
占める要介護認
定者の割合
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日常生活圏域の状況③

総曲輪等、堀川等、岩瀬等地区で要介護認定率が２０％を超えている。

＊Ｈ26年３月末時点



３．日常生活圏域別の施設整備見込み （Ｈ２６年度末）

日常生活圏域の状況④

事業所数 定員 事業所数 定員 事業所数 定員

① 総曲輪等地区 - - 2 149 - -
② 山室等地区 - - 1 100 1 21
③ 堀川等地区 2 220 2 192 3 242
④ 蜷川等地区 1 90 - - - -
⑤ 奥田等地区 1 70 - - 2 68
⑥ 五福等地区 - - - - - -
⑦ 岩瀬等地区 1 100 - - - -
⑧ 豊田等地区 - - - - 1 33
⑨ 新庄等地区 - - 1 100 - -
⑩ 藤ノ木等地区 2 176 1 100 1 170
⑪ 熊野等地区 1 80 5 492 3 154
⑫ 和合地区 2 160 - - - -
⑬ 呉羽地区 3 200 - - - -
⑭ 水橋地区 2 170 2 200 - -
⑮ 大沢野等地区 2 98 1 100 - -
⑯ 大山地区 1 80 - - 1 58
⑰ 八尾等地区 3 130 1 150 1 50
⑱ 婦中地区 2 160 2 200 2 164

23 1,734 18 1,783 15 960

日常生活圏域

介護保険施設

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設

合　計
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日常生活圏域の状況⑤

事業所数 定員 事業所数 定員 事業所数 定員 事業所数 定員 事業所数 定員

① 総曲輪等地区 - - 1 25 1 9 - - - -
② 山室等地区 1 12 1 25 1 9 - - - -
③ 堀川等地区 1 12 2 50 4 72 1 20 - -
④ 蜷川等地区 2 22 2 50 4 54 2 40 - -
⑤ 奥田等地区 2 24 2 50 1 9 - - - -
⑥ 五福等地区 1 12 1 25 1 9 - - - -
⑦ 岩瀬等地区 1 7 2 50 2 27 - - - -
⑧ 豊田等地区 3 32 2 50 2 18 3 61 - -
⑨ 新庄等地区 2 24 2 50 1 9 2 49 - -
⑩ 藤ノ木等地区 1 12 1 25 2 27 - - - -
⑪ 熊野等地区 - - 1 25 5 72 1 29 - -
⑫ 和合地区 1(1) 12(3) 1 25 1 18 - - - -
⑬ 呉羽地区 3(1) 36(3) 2 50 4 36 1 20 - -
⑭ 水橋地区 1 12 1 25 4 45 1 20 - -
⑮ 大沢野等地区 1 12 2 50 1 27 1 22 - -
⑯ 大山地区 - - 1 25 1 18 - - - -
⑰ 八尾等地区 1 12 1 25 3 45 - - 1 25
⑱ 婦中地区 1 10 1 25 2 27 - - - -

22(2) 251(6) 26 650 40 531 12 261 1 25

日常生活圏域

地域密着型サービス

定期巡回・
随時対応型
訪問介護
看護事業所

夜間対応型
訪問介護
事業所

認知症対応型
通所介護

小規模多機能型
居宅介護事業所

認知症対応型
共同生活介護

地域密着型
介護老人福祉施設

複合型サービス

事業所数 事業所数

1 1
1 1

- -

- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -

合　計 3 3

- -
- -
1 1
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３．第６期介護保険事業計画策定方針
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第６期介護保険事業計画策定方針

●基本的な考え方

①地域包括ケアシステムの構築に向けた取組みを充実・強化する。

② 「施設から在宅」への転換を継承しつつ、必要性の高いサービス

にかかる施設整備を行う。

③２０２５年を見据えた中長期的な視点に立って策定する。

第5期計画
2012
2014

2025

第９期計画
2024
2026

第８期計画
2021
2023

2015

第７期計画
2018
2020

第６期計画
2015

2017

＜2025年までの見通し＞

団塊世代が65歳に 団塊世代が75歳に
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２０２５年（Ｈ３７）の超高齢社会の姿①

高齢化率は３０％を超える。高齢者のうち、約６割が後期高齢者。
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被保険者数（前期・後期）と高齢化率の推移

75歳以上 65～74歳 高齢化率

1.1倍

＊この推計は実績に基づく現時点での概算値 47

２０２５年（Ｈ３７）の超高齢社会の姿②

要介護認定者数は３万人を超え、高齢者の約４人に１人が認定者。
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第１号被保険者の要介護（支援）認定者数、認定率
要介護（支援）認定者 要介護（支援）認定率

1.5倍

＊この推計は実績に基づく現時点での概算値
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介護保険３施設の利用者及び給付費推計
給付費（億 ） 介護３施設利用者 

1.2倍

・介護保険３施設：介護老
人福祉施設（地域密着型含
む）、介護老人保健施設、
介護療養型医療施設

２０２５年（Ｈ３７）の超高齢社会の姿③

介護需要も増大する。⇒介護基盤の更なる強化が必要。

約4,200人

約5,000人

＊この推計は実績に基づく現時点での概算値
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介護給付費の推移

在宅サービス 居住系サービス 施設サービス

２０２５年（Ｈ３７）の超高齢社会の姿④

介護需要の増 ⇒ 給付費の増 ⇒ 保険料負担の増

約335億円

約540億円1.6倍

＊給付費には、高額介護
サービス費等を含まない。

＊この推計は実績に基づく現時点での概算値
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１．保険料の増（上昇）要因

①高齢化の進展（要介護認定者の増）に伴う給付費の増

②報酬単価の地域区分適用：０％ ３％

③第１号被保険者負担割合の増：２１％ ２２％

④介護報酬の改定：？（国において審議中） など

２．保険料の減（抑制）要因

①介護給付費準備基金の活用：約7億5,000万円
②制度改正（一定以上所得者の利用者負担の見直し、補足給付

の見直し）：月額▲75円程度 など

第６期介護保険料をとりまく状況

51

１．地域密着型サービスの充実
・ 高齢者が住み慣れた地域で継続して生活できるよう、「地域包括ケア

システム」の実現に向け、小規模多機能型居宅介護や複合型サービス

事業所など地域密着型サービスの整備を推進する。

２．施設・居住系サービスの充実
・ 特別養護老人ホームの入所申込者や２０２５年の介護需要増大を見

据えた計画的な整備を推進する。

３．日常生活圏域間の均衡
・ 日常生活圏域の特性を踏まえつつ地域バランス等を考慮する。

４．第５期計画の整備状況の勘案
・ 第５期の未達成計画を引き継ぐなど進捗状況を勘案する。

52

第６期介護サービスの基盤整備方針（案）



○ 高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるようにする
ため、介護、医療、生活支援、介護予防を充実。

○ 低所得者の保険料軽減を拡充。また、保険料上昇をでき
る限り抑えるため、所得や資産のある人の利用者負担を見
直す。

介護保険制度の改正の主な内容について

②費用負担の公平化①地域包括ケアシステムの構築

サービスの充実

○低所得者の保険料の軽減割合を拡大

・給付費の5割の公費に加えて別枠で公費を投入し、低所得者の保険
料の軽減割合を拡大

低所得者の保険料軽減を拡充

①全国一律の予防給付(訪問介護・通所介護)を市町村が
取り組む地域支援事業に移行し、多様化

重点化・効率化

①一定以上の所得のある利用者の自己負担を引上げ
・ ２割負担とする所得水準を、６５歳以上高齢者の所得上位20％

とした場合、合計所得金額160万円。

・ 医療保険の現役並み所得相当の人は、月額上限を引上げ

②低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足
給付」の要件に資産などを追加
・預貯金等が単身1000万円超・夫婦2000万円超の場合、世帯分離

した配偶者が課税されている場合は対象外など

重点化・効率化

○ このほか、「サービス付高齢者向け住宅への住所地特例の適用」、 「小規模通所介護（定員18人以下）の地域密着型サー
ビスへの移行」等を実施

* 見直しにより、既存の介護事業所による既存サービスに加え
NPO、民間企業、住民ボランティア、協同組合等による多様な
サービスの提供が可能。これにより、効果的・効率的な事業も

実施可能。

②特別養護老人ホームの新規入所者を、原則、要介護３
以上に限定（既入所者は除く）
* 要介護１・２でも一定の場合には入所可能

* 軽減例： 年金収入80万円以下 5割軽減 → 7割軽減に拡大

* 軽減対象： 市町村民税非課税世帯（65歳以上の約３割）

①在宅医療・介護連携の推進

②認知症施策の推進

③地域ケア会議の推進

④生活支援サービスの充実・強化

○ 地域包括ｹｱｼｽﾃﾑの構築に向けた地域支援事業の充実

53

在宅医療・介護の連携の推進

市町村
（地域の現状把握・連絡調整等）

地域包括支援センター在宅医療連携拠点機能
（医師会等）

都道府県
（後方支援・広域調整等）

連携

○ 在宅医療・介護の連携推進についてはこれまでもモデル事業等を実施して一定の成果。それを踏まえ、介護保険法の中で
制度化し、全国的に取り組む。

○ 具体的には、介護保険法の地域支援事業に位置づけ、市町村が主体となり、地区医師会等と連携しつつ、取り組む。

（参考） 想定される取組の例

①地域の医療・福祉資源の把握及び活用 ・・・地域の医療機関等の分布を把握し、地図又はリスト化し、関係者に配布

②在宅医療・介護連携に関する会議への参加又は関係者の出席の仲介 ・・・関係者が集まる会議を開催し、地域の在宅医療・介護の課題を抽出し、解決策を検討

③在宅医療・介護連携に関する研修の実施 ・・・グループワーク等の多職種参加型の研修の実施

④24時間365日の在宅医療・介護提供体制の構築 ・・・主治医・副主治医による相互補完的な訪問診療の提供等の調整、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の推進

⑤地域包括支援センター・介護支援専門員等への支援 ・・・介護支援専門員等からの在宅医療・介護に係る総合的な問い合わせへの対応 等

○ 地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針に即して、国が定める医療計画の基本方針と介護保
険事業支援計画の基本指針を整合的なものとして策定。

○ 医療計画と介護保険事業支援計画の計画期間が揃うよう、平成30年度以降、医療計画の計画期間を６年に改め、在宅医
療など介護保険と関係する部分については、中間年（３年）で必要な見直しを行う。

○ 地域医療ビジョンの中で市町村等ごとの将来の在宅医療の必要量を示すとともに、在宅医療を担う医療機関や訪問看護
等の提供体制に係る目標や役割分担、在宅療養患者の病状の変化に応じた病床の確保のあり方等を医療計画に盛り込む。

医療計画の見直しについて（医療法）
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【基本的な考え方】

《これまでのケア》

認知症の人が行動・心理症状等により「危機」が発生
してからの「事後的な対応」が主眼。

《今後目指すべきケア》

「危機」の発生を防ぐ「早期・事前的な対応」 に基本を置
く。

「認知症施策推進５か年計画」（平成24年9月厚生労働省公表）の概要

事項 ５か年計画での目標 備考

○標準的な認知症ケアパスの作成・普及
※ 「認知症ケアパス」（状態に応じた適切なサービス提供の流れ）

平成２７年度以降の介護保険事業計画に反映 平成25年度ケアパス指針作成

○「認知症初期集中支援チーム」の設置

※ 認知症の早期から家庭訪問を行い、認知症の人のア
セスメントや、家族の支援などを行うチーム

平成２６年度まで全国でモデル事業を実施
平成２７年度以降の制度化を検討

・平成25年度モデル事業14カ所
・平成26年度予算（案）では、
地域支援事業（任意事業）で
100カ所計上

○早期診断等を担う医療機関の数 平成２４年度～２９年度で約５００カ所整備 ・平成25年度約250カ所
・平成26年度予算（案）では

300カ所計上

○かかりつけ医認知症対応力向上研修の受講者数 平成２９年度末 ５０，０００人 平成24年度末 累計35,131人

○認知症サポート医養成研修の受講者数 平成２９年度末 ４，０００人 平成24年度末 累計2,680人

○「地域ケア会議」の普及・定着 平成２７年度以降 すべての市町村で実施

○認知症地域支援推進員の人数 平成２９年度末 ７００人 ・平成25年度約200カ所
・平成26年度予算（案）では
地域支援事業（任意事業）で
470カ所計上

○認知症サポーターの人数 平成２９年度末 ６００万人 平成25年9月末 累計447万人

○ 「認知症の人は、精神科病院や施設を利用せざるを得ない」という考え方を改め、｢認知症になっても本人の意思が尊重さ
れ、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることができる社会」の実現を目指す。

○ この実現のため、新たな視点に立脚した施策の導入を積極的に進めることにより、これまでの「ケアの流れ」を変え、むしろ
逆の流れとする標準的な認知症ケアパス（状態に応じた適切なサービス提供の流れ）を構築することを、基本目標とする。

○ 認知症施策を推進するため、介護保険法の地域支援事業に位置づける（「認知症初期集中支援チーム」の設置、 認知症
地域支援推進員の設置など）。

認知症施策の推進
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○地域包括支援センターが開催
○個別ケース（困難事例等）の支援内容を通じた
①地域支援ネットワークの構築
②高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援
③地域課題の把握
などを行う。

地域づくり・資源開発

政策形成
介護保険事業計画等への位置づけなど

地域課題の把握

個別の
ケアマネジメント ≪主な構成員≫

自治体職員、包括職員、ケアマネ
ジャー、介護事業者、民生委員、OT、
PT、ST、医師、歯科医師、薬剤師、
看護師、管理栄養士、歯科衛生士その
他必要に応じて参加

※直接サービス提供に当たらない専門
職種も参加

地域包括支援センター（※）レベルでの会議
（地域ケア個別会議）

市町村レベルの会議（地域ケア推進会議）

事例提供

支 援

サービス
担当者会議
（全てのケー
スについて、
多職種協働に
より適切なケ
アプランを検
討）

・地域包括支援センターの箇所数：4,328ヶ所（センター・ブランチ・サブセンター合計7,072ヶ所）（平成24年4月末現在）
・地域ケア会議は全国の保険者で約8割（1,202保険者）で実施（平成24年６月に調査実施）

在宅医療
連携拠点

医師会等関
係団体

医療関係専
門職等

○ 「地域ケア会議」（地域包括支援センター及び市町村レベルの会議）については、地域包括ケアシステムの実現の
ための有効なツールであり、更に取組を進めることが必要。

○ 具体的には、個別事例の検討を通じて、多職種協働によるケアマネジメント支援を行うとともに、地域のネッ
トワーク構築につなげるなど、実効性あるものとして定着・普及させる。

○ このため、これまで通知に位置づけられていた地域ケア会議について、介護保険法で制度的に位置づける。

地域ケア会議の推進
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地域住民の参加地域住民の参加

高齢者の社会参加生活支援サービス

生活支援の担い手
としての社会参加

○現役時代の能力を活かした活動
○興味関心がある活動
○新たにチャレンジする活動

・一般就労、起業
・趣味活動
・健康づくり活動、地域活動
・介護、福祉以外の
ボランティア活動 等

○ニーズに合った多様なサービス種別

○住民主体、NPO、民間企業等多様な
主体によるサービス提供

・地域サロンの開催
・見守り、安否確認
・外出支援
・買い物、調理、掃除などの家事支援 等

バックアップ

バックアップ
都道府県等による後方支援体制の充実

市町村を核とした支援体制の充実・強化

○ 単身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増加。ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、協同
組合等の多様な主体が生活支援サービスを提供することが必要。

○ 高齢者の介護予防が求められているが、社会参加・社会的役割を持つことが生きがいや介護予防につながる。
○ 多様な生活支援サービスが利用できるような地域づくりを市町村が支援することについて、制度的な位置づけの強化を図る。
具体的には、生活支援サービスの充実に向けて、ボランティア等の生活支援の担い手の養成・発掘等の地域資源の開発や
そのネットワーク化などを行う「生活支援サービスコーディネーター」の配置などについて、介護保険法の地域支援事業に位置
づける。

生活支援サービスの充実と高齢者の社会参加
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○予防給付のうち訪問介護・通所介護について、市町村が地域の実情に応じた取組ができる介護保険制度の

地域支援事業へ移行（２９年度末まで）。

○既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、NPO、民間企業、ボランティアなど地域の多様な主体を

活用して高齢者を支援。高齢者は支え手側に回ることも。

予防給付の見直しと生活支援サービスの充実

・住民主体で参加しやすく、地域に根ざした介護予防活動の推進
・元気な時からの切れ目ない介護予防の継続
・リハビリテーション専門職等の関与による介護予防の取組
・見守り等生活支援の担い手として、生きがいと役割づくりによる互助の推進

・住民主体のサービ
ス利用の拡充

・認定に至らない
高齢者の増加

・重度化予防の推進

・専門的なサービスを必要とする人に
は専門的サービスの提供
（専門サービスにふさわしい単価）

・支援する側とされる側という画一的
な関係性ではなく、サービスを利用
しながら地域とのつながりを維持で
きる

・能力に応じた柔軟な支援により、
介護サービスからの自立意欲が向上

・多様なニーズに対
するサービスの拡
がりにより、在宅生
活の安心確保

予防給付
（全国一律の基準）

地域支援事業

移行

移行

・多様な担い手による多様なサービス
（多様な単価、住民主体による低廉な
単価の設定、単価が低い場合には
利用料も低減）

同時に実現

サービスの充実

費用の効率化

訪問介護
ＮＰＯ、民間事業者等による掃除・洗濯等の
生活支援サービス

住民ボランティアによるゴミ出し等の生活支
援サービス

既存の訪問介護事業所による身体介護・生
活援助の訪問介護

通所介護

既存の通所介護事業所による機能訓練等
の通所介護

ＮＰＯ、民間事業者等によるﾐﾆﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

ｺﾐｭﾆﾃｨｻﾛﾝ、住民主体の運動・交流の場

リハビリ、栄養、口腔ケア等の専門職等関与
する教室

介護予防・生活支援の充実
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介護予防・生活支援サービスの類型

①訪問型サービス
○ 訪問型サービスは、現行の訪問介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。
○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保
健・医療の専門職が短期集中で行うサービス、移動支援を想定。

基準 現行の訪問介護相当 多様なサービス

サービス
種別

①訪問介護
②訪問型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

③訪問型サービスＢ
（住民主体による支援）

④訪問型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

⑤訪問型サービスＤ
（移動支援）

サービス
内容

訪問介護員による身体介護、生活援助 生活援助等
住民主体の自主活動と
して行う生活援助等

保健師等による居宅
での相談指導等

移送前後の生活支
援

対象者と
サービス
提供の考
え方

○既にサービスを利用しているケースで、
サービスの利用の継続が必要なケース
○以下のような訪問介護員によるサービ
スが必要なケース
（例）
・認知機能の低下により日常生活に支障がある
症状・行動を伴う者
・退院直後で状態が変化しやすく、専門的サービ
スが特に必要な者 等

※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利
用を促進していくことが重要。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等
「多様なサービス」の利用を促進

・体力の改善に向けた
支援が必要なケース
・ADL・IADLの改善に向
けた支援が必要な
ケース

※3～6ケ月の短期間で行う 訪問型サービスＢ
に準じる

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準
個人情報の保護等の
最低限の基準

内容に応じた
独自の基準

サービス
提供者（例）

訪問介護員（訪問介護事業者） 主に雇用労働者 ボランティア主体
保健・医療の専門職

（市町村）

○ 要支援者等の多様な生活支援のニーズに対して、総合事業で多様なサービスを提供していくため、市町
村は、サービスを類型化し、それに併せた基準や単価等を定めることが必要。そこで、地域における好事例

を踏まえ、以下のとおり、多様化するサービスの典型的な例を参考として示す。
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基準 現行の通所介護相当 多様なサービス

サービス
種別

① 通所介護
② 通所型サービスＡ

（緩和した基準によるサービス）

③ 通所型サービスＢ
（住民主体による支援）

④ 通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

サービス
内容

通所介護と同様のサービス
生活機能の向上のための機能訓練

ミニデイサービス
運動・レクリエーション 等

体操、運動等の活動な
ど、自主的な通いの場

生活機能を改善するための
運動器の機能向上や栄養改
善等のプログラム

対象者と
サービス提
供の考え
方

○既にサービスを利用しており、サービスの利用の
継続が必要なケース
○「多様なサービス」の利用が難しいケース
○集中的に生活機能の向上のトレーニングを行うこ
とで改善・維持が見込まれるケース
※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利用を促進してい
くことが重要。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等「多
様なサービス」の利用を促進

・ADLやIADLの改善に向けた
支援が必要なケース 等

※3～6ケ月の短期間で実施

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準
個人情報の保護等の
最低限の基準

内容に応じた独自の基準

サービス
提供者（例）

通所介護事業者の従事者
主に雇用労働者

＋ボランティア
ボランティア主体

保健・医療の専門職
（市町村）

②通所型サービス

○ 通所型サービスは、現行の通所介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。

○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保
健・医療の専門職により短期集中で行うサービスを想定。

③その他の生活支援サービス

○ その他の生活支援サービスは、①栄養改善を目的とした配食や、②住民ボランティア等が行う見守り、③訪
問型サービス、通所型サービスに準じる自立支援に資する生活支援（訪問型サービス・通所型サービスの一
体的提供等）からなる。 60



【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
21%

2号保険料
29%

【財源構成】

国 39.5%

都道府県
19.75%

市町村
19.75%

1号保険料
21%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業
○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携の推進

○認知症施策の推進
（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員等）

○生活支援サービスの体制整備
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

現行と同様

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

新しい地域支援事業の全体像
＜現行＞ ＜見直し後＞介護保険制度

全市町村で
実施
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〔見直し案〕

○ 原則、特養への新規入所者を要介護度３以上の高齢者に限定し、在宅での生活が困難な中重度の
要介護者を支える施設としての機能に重点化【既入所者は除く】

○ 他方で、軽度（要介護１・２）の要介護者について、やむを得ない事情により、特養以外での生
活が著しく困難であると認められる場合には、市町村の関与の下、特例的に、入所を認める（「特
例入所」）。
【 参考：要介護１・２であっても特養への入所が必要と考えられる場合 】

＊ 認知症であることにより、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、在宅生活が困難な

状態であるか否か。

＊ 知的障害・精神障害等を伴い、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さ等が頻繁に見られ、在宅生活が

困難な状態であるか否か。

＊ 家族等による深刻な虐待が疑われる等により、心身の安全・安心の確保が困難な状態であるか否か。

＊ 単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により、家族等による支援が期待できず、かつ、地域での介護サービス

や生活支援の供給が十分に認められないことにより、在宅生活が困難な状態であるか否か。

特別養護老人ホームの重点化

特養の入所申込者の状況 （全国）

要介護１～２ 要介護３ 要介護４～５ 計

全体 １７．８
（３４．１％）

１２．６
（２４.１％）

２１．９
（４１.８％）

５２．４
（１００％）

うち在宅の方 １０．７
（２０.４％）

６．６
（１２.７％）

８．７
（１６.５％）

２６．０
（４９.６％）

※各都道府県で把握している特別養護老人ホームの入所申込者の状況を集計したもの。 （平成２６年３月集計。調査時点は都道府県によって異なる。）

（単位：万人）

○ 特例入所の判断の主体は、現行の入所判定の取扱同様施設とし、入所申込者の状況等を十分に勘
案した上で、各施設が特例入所の判断を行う。
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第4段階
1

特例
第4段階

1
第3段階

0.75
特例
第3段階

0.75
第2
段階

0.5

第1
段階

0.5

第5段階
1.25

第6段階
1.5

【現行】
標準６段階

新
第5段階

1

新
第4段階

0.9

新
第3段階

0.7
新
第2段階

0.5
新第1段階

0.3

新
第6段階

1.2

新
第7段階

1.3

新
第8段階

1.5

新
第9段階

1.7

※別枠公費によ
る軽減強化
（世帯非課税）

第１・第２
の統合

特例第３
特例第４
の標準化

第５の
分割

第６段階の一段上
の多段階化

世帯非課税 約３３％ 本人課税 約３７％
世帯課税・本人非
課税 約３０％

【見直しのイメージ】
標準９段階

第１・第２段階 0.5  0.3
特例第３段階 0.75     0.5
第３段階 0.75     0.7

保険料の標準６段階から９段階への見直し・低所得者の１号保険料の軽減強化
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一定以上所得者の利用者負担の見直し・補足給付の見直し （資産等の勘案）

預貯金等

非課税年金収入

一定額超の預貯金等（単身では1000万円超、夫婦世帯では2000万円超程度を想定）がある
場合には、対象外。 →本人の申告で判定。金融機関への照会、不正受給に対するペナ
ルティ（加算金）を設ける

補足給付の支給段階の判定に当たり、非課税年金（遺族年金・障害年金）も勘案する

○ 施設入所等にかかる費用のうち、食費及び居住費は本人の自己負担が原則となっているが、住民税非課税世帯である入居者については、

その申請に基づき、補足給付を支給し負担を軽減。

○ 福祉的な性格や経過的な性格を有する制度であり、預貯金を保有するにもかかわらず、保険料を財源とした給付が行わ

れることは不公平であることから、資産を勘案する等の見直しを行う。

＜見直し案＞

配偶者の所得 施設入所に際して世帯分離が行われることが多いが、配偶者の所得は、世帯分離後も勘
案することとし、配偶者が課税されている場合は、補足給付の対象外

利用者負担割合の引き上げ

○ 保険料の上昇を可能な限り抑えつつ、制度の持続可能性を高めるため、これまで一律１割に据え置いている利用者負

担について、相対的に負担能力のある一定以上の所得の方の自己負担割合を２割とする。ただし、月額上限
があるため、見直し対象の全員の負担が2倍になるわけではない。
○ 自己負担２割とする水準は、モデル年金や平均的消費支出の水準を上回り、かつ負担可能な水準として、被保険者の
上位２０％に該当する合計所得金額１６０万円以上の者（単身で年金収入のみの場合、280万円以上）を予定（政令事項）

利用者負担上限の引き上げ

○ 自己負担限度額（高額介護サービス費）のうち、医療保険の現役並み所得に相当する者のみ引上げ

補足給付の見直し
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主な制度改正への対応

①在宅医療・介護連携の推進
②認知症施策の推進
③地域ケア会議の推進
④生活支援サービスの充実・強化

【施行期日】③は平成２７年４月１日

①、②、④は平成３０年４月までに実施

＊対応方針（案）
新たに地域支援事業に位置づけられることから、地域支援事業の充実強化を

図る。

１．地域包括ケアシステムの構築

サービスの充実
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主な制度改正への対応

＊富山市の現状
・予防訪問介護利用者約 1,000人、給付額約 1,700万円/月
・予防通所介護利用者約 1,700人、給付額約 5,600万円/月

（人数には重複を含む）

① 全国一律の予防給付(訪問介護・通所介護)を市町村が取り組む

地域支援事業に移行し、多様化

平成２９年４月までに介護予防・日常生活支援総合事業を実施し、

平成２９年度末までに移行。

１．地域包括ケアシステムの構築

重点化・効率化
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主な制度改正への対応

＊対応方針（案）

・ 十分な検討を行い、一定の準備期間をかけて体制を整える。
・ 現行の介護予防事業の見直しとともに、国のガイドラインに基づ
き総合事業の内容を検討し、サービス内容・質が確保できる仕組み
の構築や適切な単価設定を行う。

・ 市民や利用者及び事業者への周知を行い、円滑に総合事業の実施
及び予防給付の移行を行う。

・ 現行の利用者が、ケアマネジメントの結果、専門的なサービスが
必要な場合には、これまでと同様のサービスが受けられるようにサ
ービス提供を行う。

①予防給付(訪問介護・通所介護)の地域支援事業への移行
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主な制度改正への対応

重点化・効率化

*富山市の現状
・入所申込者 737人

（H25.4.1、要介護1・2及び老人保健施設・ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ等入所者を除く）

・入所者数1,838人、うち要介護３以上が約95％（H26.3月）

*対応方針（案）
・特例入所の判定に際し、市が意見を述べる。
・介護サービスの基盤整備により、サービスの充実を図る。

② 特別養護老人ホームの新規入所者を、原則、要介護３以上に
限定（既入所者は除く）
* 要介護１・２でも一定の場合には入所可能（特例入所）

【施行期日】平成２７年４月１日

１．地域包括ケアシステムの構築
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主な制度改正への対応

＊富山市の現状
① 保険料軽減：第1・2段階0.5倍→0.45倍など独自に実施
② 保険料段階：標準6段階→９段階（11区分）、0.45倍～2.00倍

＊対応方針（案）
① 低所得者に対しては、国が示す軽減の幅等に基づき、負担軽減を図る。
② 保険料段階は、第６期のサービス量を推計、基準保険料を設定し、負担
能力に応じた保険料段階（さらなる多段階・区分化の検討）とする。

①低所得者の保険料の軽減割合を拡大
②保険料の標準６段階から標準９段階への見直し

【施行期日】平成２７年４月１日

２．費用負担の公平化

低所得者の保険料軽減を拡充
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富山市の介護保険行政に対するご意見等

① 市民意識調査 （H25年度）

Ｑ：「今後のまちづくりの重点施策」
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富山市の介護保険行政に対するご意見等

② 高齢者保健福祉実態調査 （H25年度、前回はH22年度）

Ｑ：望ましい介護の生活形態

「在宅で暮らしたい」 ５７．６％（前回54.9％）

Ｑ：身近に整備してほしい介護・福祉施設

「小規模多機能型居宅介護」 ４３．２％（前回41.2％）
（ひとつの事業所で、訪問介護やデイサービス、ショートステイなど

柔軟に組み合わせたサービスを行う施設）

在宅で家族の介護を受けなが
ら暮らし続けたい
　　　　　　　　３１．３％

在宅で訪問介護やデイサービ
スを活用し暮らし続けたい
　　　　　　　　２６．３％

・・・・・・・
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富山市の介護保険行政に対するご意見等

③ 介護保険サービス事業者アンケート （Ｈ２６年度）

・ 要支援者に対する訪問介護と通所介護の地域支援事業へ

の移行については、現在利用しているサービスより質や量

が低下しないよう求める。

・ 一定程度の施設整備が必要。訪問系サービス、介護老人

保険施設や小規模多機能型居宅介護サービスの不足を感じ

ている。

・ 人材の確保が課題。

・ 要介護度が改善された場合の評価や、改善に向けた取組

を推進する仕組みを求める。

・ 日常生活圏域内でサービスを利用できることが望ましい。
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